
療養病床から転換した老人保健施設における
医療サービスの提供に関する参考資料

第４回介護施設等の在り方に関する委員会

平成１９年５月１８日
参考資料１



（１）介護施設の現状及び人員配置基準

介護療養型
医療施設

老人保健施設
特別養護
老人ホーム

認知症高齢者
グループホーム

特定施設

重医療・要介護高
齢者の長期療養
施設

要介護高齢者が
在宅復帰を目指
すリハビリテーショ
ン施設

要介護高齢者の
ための生活施設

認知症高齢者の
ための共同生活
住居

要介護高齢者も
含めた高齢者の
ための生活施設

（「介護療養型医療施
設」の定義）
　療養病床等を有する
病院又は診療所であっ
て、当該療養病床等に
入院する要介護者に対
し、施設サービス計画
に基づいて、療養上の
管理、看護、医学的管
理の下における介護そ
の他の世話及び機能訓
練その他必要な医療を
行うことを目的とする施
設。

（「介護老人保健施設」
の定義）
　要介護者に対し、施
設サービス計画に基づ
いて、看護、医学的管
理の下における介護及
び機能訓練その他必要
な医療並びに日常生活
上の世話を行うことを目
的とする施設。

（「介護老人福祉施設」
の定義）
　老人福祉法に規定す
る特別養護老人ホーム
であって、当該特別養
護老人ホームに入所す
る要介護者に対し、施
設サービス計画に基づ
いて、入浴、排せつ、食
事等の介護その他の日
常生活上の世話、機能
訓練、健康管理及び療
養上の世話を行うことを
目的とする施設。

（「認知症対応型共同
生活介護」の定義）
　要介護者であって、認
知症であるもの（その者
の認知症の原因となる
疾患が急性の状態にあ
る者を除く。）について、
その共同生活を営むべ
き住居において、入浴、
排せつ、食事等の介護
その他の日常生活上の
世話及び機能訓練を行
うこと。

（「特定施設入居者生
活介護」の定義）
　有料老人ホーム、経
費老人ホーム、養護老
人ホーム又は適合高齢
者専用賃貸住宅に入居
している要介護者につ
いて、提供するサービ
スの内容等を定めた計
画に基づき行われる入
浴、排せつ、食事等の
介護その他の日常生活
上の世話、機能訓練及
び療養上の世話。

3,717 3,131 5,291 5,449 904

138,942人 282,513人 363,747人 76,998人 40,597人

定義(介護保険法）

施設数

定員数

基本的性格
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介護療養型
医療施設

老人保健施設
特別養護
老人ホーム

認知症高齢者
グループホーム

特定施設

4.30 3.19 3.73 2.39 2.32

359.5日 230.1日 1,429.0日 (データなし) (データなし)

6.4㎡以上 8㎡以上 10.65㎡以上 7.43㎡以上 適当な広さ

4人以下 4人以下 4人以下 原則個室 原則個室

３以上 常勤１以上 必要数

48:1以上 100:1以上 （非常勤可）

看護職員 6:1以上

理学療養士（PT）
作業療法士（OT）

PT及びＯＴが

適当数
ＰＴ又はＯＴが

100：1以上

機能訓練指導員 1以上 1以上

100：1以上 常勤１以上 100:1以上

100:1以上 （うち1名常勤）

介護支援専門員 常勤１以上 常勤1以上 常勤1以上 1以上 1以上

（計画作成担当者） 100:1以上 100：1を標準 100：1を標準 100：1を標準

１　平均要介護度は、「介護給付費実態調査」（厚生労働省統計情報部、平成17年11月審査分）から算出
２　施設数、定員数については、「介護サービス施設・事業所調査」（同、平成16年10月１日時点）
３　平均在所日数については、「介護サービス施設・事業所調査」（同、平成15年9月中の退所者等について）
４　特定施設は、外部サービス利用型特定施設を除く。

主
な
職
員
配
置
基
準

１部屋の定員数

平均要介護度

平均在所日数

１人当たり居室面積

6:1以上
3:1以上

医師

生活（支援）相談員

看護・介護
3:1以上
(看護2/7)

看護・介護
3:1以上

利用者100人の
場合、看護3人

看護・介護
3:1以上

入所者100人の
場合、看護3人

介護職員
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（１）職員配置の状況

介護療養型
医療施設

老人保健施設
特別養護
老人ホーム

認知症高齢者
グループホーム

特定施設

看護職員
6:1以上
（17人）

介護職員 33.1 30.1 37.7 7.2 39.6

看護職員 30.5 11.1 4.9 5.9

※１…（　　）内は、利用者を100人として算出した数。

※２…定員100人あたりの常勤換算従業者数

※３…認知症高齢者グループホームは、利用者10人あたりの数

【資料】「平成16年介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省統計情報部）

看護・介護
3:1以上
(看護2/7)
介護25人
看護9人

3:1以上
（4人）(※3）

従
業
者
数

配
置
基
準

介護職員

看護・介護
3:1以上

利用者100人の
場合、看護3人

介護31人
看護3人

6:1以上
（17人）

看護・介護
3:1以上

入所者100人の
場合、看護3人

介護31人
看護3人

○　それぞれの施設等の役割に応じて、介護職員及び看護職員の配置基準が定められており、具体
　的な配置基準と実際に配置されている数は以下のとおりである。

施設種類

職種

平成１６年１０月１日

(

※
1

）

(

※
2

）

（※3）

（参考）配置職員の状況
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・現在の利用状況を見ると、医師の指示の変更がほとんど必要ない方も利用して
いるのが実態である。

7.2% 32 .9%

33 .9%

50 .1%

48 .8%

1 .1%

1 .5%

0 .2%

0 .3%

3 .4%

3 .7%

9 .2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病棟

医療療養病棟

24時間体制 1日数回 毎日 週2～3回程度 週１回程度 ほとんど必要なし 無回答

○高齢者の状態に即した適切なサービスの提供

○医療保険や介護保険の財源の効率的な活用

○医師・看護師など限られた人材の効率的な活用

の観点から再編成が
必要となっています。

〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成１７年１１月１１日中医協資料）〕

医師による直接医療提供頻度

（２）療養病床の現状
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＊ 介護療養報酬には医療療養で加算として評価される療養環境加算（115点）が含まれているため、比較のために115単
位を引いたものを示している。

【医療療養病棟】 【参考：介護療養病棟】
ADL 3 ８８５点 １，３４４点 １，７４０点 要介護５ 1,207 単位

ADL 2 ７６４点 １，３４４点 １，７４０点 要介護４ 1,116 単位

ADL 1 ７６４点 １，２２０点 １，７４０点 要介護３ 1,015 単位

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 要介護２ 777 単位

（低 ← 医療の必要性 → 高） 要介護１ 667 単位

【医療処置】
・中心静脈栄養 ・２４時間持続点滴 ・人工呼吸器使用
・発熱を伴う場合の気管切開、気管内挿管

【疾患・状態】
・スモン ・医師及び看護師により、常時監視・管理を実施している状態

医
療
区
分
３

医療区分２・３に該当しない者医療区分１

【医療処置】
・透析 ・発熱又は嘔吐を伴う場合の経腸栄養 ・喀痰吸引
・気管切開・気管内挿管のケア

【疾患・状態】
・神経難病 ・脊髄損傷（頸髄損傷） ・慢性閉塞性肺疾患（COPD）
・疼痛コントロールが必要な悪性腫瘍 ・肺炎
・リハビリテーションが必要な疾患が発症してから30日以内 など

医
療
区
分
２

（３）診療報酬における医療区分・ADL区分の概要
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＜医療処置の状況＞
（10％を超える者に行われていた医療処置）
・介護療養病床及び医療療養病床における者全体では経管栄養(28.2％)・喀痰吸引
(22.3％)、医療区分１では経管栄養(17.9％)、医療区分２では経管栄養(33.8％)・喀痰
吸引(30.2％)・膀胱カテーテル(10.6％)であった。
・また、１人あたりの平均処置数は、全体では1.3、医療区分１では0.8、医療区分２では
1.5、医療区分３では2.8であった。（※各医療処置について、合計人数でそれぞれ割っ
たもの）

（出典：「療養病床アンケート調査」（厚生労働省老健局 平成１９年３月）） ｎ＝98,287

（４）ー１ 療養病床の入院患者における状態像
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＜急性増悪の有無＞
医療療養病床において、過去３日間において急性症状が発生したり再発性や慢性の

問題が再燃した割合は、医療区分1においては２．９％、医療区分２においては８．７％

である。

出典：「平成１８年度第７回診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会」平成１９年３月１４日資料（厚生労働省保険局）

過去３日間において急性症状が発生したり再発
性や慢性の問題が再燃した

医療区分1に占める割合（％） ２．９

医療区分２に占める割合（％） ８．７

医療区分３に占める割合（％） ２１．４

（４）ー２
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（５）療養病床再編成の全体イメージ

ケアハウス等

在宅療養支援拠点

医療保険適用

経過措置

・介護保険移行準備病棟
（医療保険）

・経過型介護療養型
医療施設

（介護保険）

＜平成２４年度＞

療
養
病
床

医療保険適用
２５万床

介護保険適用
１２万床

医師 ３人
看護 ５：１
介護 ５：１

医師 ３人
看護 ６：１
介護 ６：１

医師 ３人
看護 ６：１
介護 ６：１

医師 ３人
看護 ４：１
介護 ４：１

医師 １人
看護・介護 ３：１

（うち看護職員２／７）

老健施設

平成１８年度の介護報酬・診療報酬改定
※ 介護療養型医療施設の廃止（平成２４年３月）

医療
必要性

高

医療
必要性
低
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（６）医療療養病床・介護療養病床の転換意向

医療療養病床（63.2%）
一般病床
（5.9%）

老
健

（
2
.
3
%

）

未定（26.4%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

医療療養病床 一般病床 老人性認知症疾患治療病床 介護療養病床 老人性認知症疾患療養病床

介護老人保健施設 特別養護老人ホーム 有料老人ホーム 軽費老人ホーム グループホーム

廃止 その他 未定 無回答等

医療療養病床の転換意向は、医療療養病床にとどまるが140,623床（63.2％）、一般病床へ13,149床（5.9％）、
介護老人保健施設へ5,181床（2.3％）であり、未定は58,788床（26.4％）であった。

（出典：「療養病床アンケート調査」（厚生労働省老健局 平成１９年３月））

医療療養病床（23.4%）

一

般

病

床

（
3

.

9

%

）

介護療養病床

（10.9%）

介護老人保健施設

（20.4%）

有

料

老

人

ホ

ー
ム

（
1

.

7

%

）

未定（36.8%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

医療療養病床 一般病床 老人性認知症疾患治療病床 介護療養病床 老人性認知症疾患療養病床

介護老人保健施設 特別養護老人ホーム 有料老人ホーム 軽費老人ホーム グループホーム

廃止 その他 未定 無回答等

介護療養病床の転換意向は、医療療養病床へ27,208床（23.4％）、介護老人保健施設へ23,681床（20.4％）、
平成23年度まで介護療養病床にとどまるが12,607床（10.9％）であり、未定は42,756床（36.8％）であった。
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(入所前の場所） 退所者 6,121 人 （退所後の行き先）
(100.0%) 介 (100.0%)

家庭 18.3 護 17.9 家庭
特別養護老人ホーム 1.9 療 5.1 特別養護老人ホーム
その他の社会福祉施設 0.3 養 1.1 その他の社会福祉施設
老人保健施設 4.6 型 9.9 老人保健施設
医療機関 71.8 医 37.3 医療機関
その他 3.2 療 27.0 死亡

施 1.8 その他
設

平均在所日数 359.5 日
医療機関　→ 医療機関 31.7%
医療機関　→ 死　　亡 20.4%
家　　庭　→ 家　　庭 10.3%

(入所前の場所） 退所者 19,966 人 （退所後の行き先）
(100.0%) (100.0%)

家庭 45.7 39.2 家庭
特別養護老人ホーム 1.2 7.0 特別養護老人ホーム
その他の社会福祉施設 0.5 2.1 その他の社会福祉施設
老人保健施設 6.4 9.4 老人保健施設
医療機関 43.5 38.5 医療機関
その他 2.6 2.2 死亡

1.6 その他
平均在所日数 230.1 日
家　　庭　→ 家　　庭 30.5%
医療機関　→ 医療機関 25.9%
家　　庭　→ 医療機関 8.7%

老
人
保
健
施
設

・介護療養型医療施設では、１８％が家庭復帰し、２７％が死亡退所している。
・老人保健施設では、３９％が家庭復帰し、死亡退所は２％である。

（７）療養病床及び老人保健施設における入退所の状況

（出典：「平成１５年 介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省老健局 平成１５年９月））
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（８）介護療養型医療施設・老人保健施設における夜勤の人員配置基準

現行の老人保健施設の夜勤の人員配置基準では、医師及び看護職員が配置されて
いない場合も認めている。

介護療養型医療施設 老人保健施設

人員基準 夜勤基準 人員基準 夜勤基準

医師
３以上

４８：１以上
病院の場合
当直が必要

６：１以上

６：１以上

３０：１以上
最低２以上

うち１人は看護職員
夜勤職員１人当たり
月平均夜勤時間数
は６４時間以下

常勤１以上
１００：１以上

－

看護職員
３：１

（うち看護２／７程度）

介護職員
３：１

（うち介護５／７程度）

施設につき２以上
（４０人以下の施設
で、常時連絡体制を
整備しているものは
１以上）

月平均夜勤時間数病棟単位の夜勤職員の配置単位数介護療養型医療施設

７単位

１４単位

２３単位

看護職員＋介護職員が２０：１以上

（最低２人以上、うち１人は看護職員）

看護職員が２０：１以上（最低２人以上）

看護職員が１５：１以上（最低２人以上）

Ⅲ

Ⅱ

７２時間以下Ⅰ

夜間勤務等

看護加算
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（９）療養病床を老人保健施設に転換する際に必要となる付加的医療サービス

① 療養病床から転換した老人保健施設に入所する医療区分１や医療区分２の者の中にも、
・ 急性増悪により、状態が不安定で、緊急対応を要する者
・ 喀痰吸引、経管栄養等の日常的な医療処置を必要とする者

等、日中・夜間を問わず一定程度存在すると考えられる。

② 現行の老人保健施設の体制では医師、看護職員が日勤帯しか配置されていないため、夜間におい
て必要な医療を提供できるような体制を整備する必要がある。

イメージ

日常的に提供が必要となる医療

突発的に提供が必要となる医療

24

配置状況

医師

看護職員

0

喀痰吸引、経管栄養等

急性増悪

日勤帯

看護職員については、
①急性増悪への対応時には、状態の観察や医師への
報告等を行うとともに、
②日常的な医療提供も継続して行う必要があるため、
継続的な配置が必要ではないか。

医師については、
常勤医の配置時間外の対応も求められること
から、配置医師のオンコール体制等の対応が
必要ではないか。

喀痰吸引、経管栄養等

（準）夜勤帯 （準）夜勤帯

経管栄養 経管栄養喀痰吸引 喀痰吸引

夜勤帯 夜勤帯

医師については、
常勤の配置時間外の対応も求められることか
ら、配置医師のオンコール体制、医師の往診
の対応が必要ではないか。
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（１０）療養病床が転換した老人保健施設において提供される
医療サービス及び対象者数の見込みについて

予想される対象者数

予想されるサービス内容
療養病床から転換した老人保健施設を定員６０人とし
た場合の人数（医療区分１：４７人、医療区分２：１３人

と仮定）

①夜間・休日の医師
による医療提供

夜間・休日の急性増悪対応
（状態の確認、指示の変更等）

１）夜間・休日の急性増悪対応
（状態の観察、医師への報告等）

１．９人（３夜間当たり）

②夜間・休日の看護職員
による医療提供

２）夜間・休日の日常的な医療処置（喀痰吸引、経管栄養） ２０．６人（１夜間当たり）

＜医師＞
・状態の確認・指示の変更、緊急的かつ高度な医療処置 等

③看取り時における
医療提供 ＜看護職員＞

・状態の観察、医師への報告、一般的な医療処置等

１．４人（１月当たり）

※算定方法については別添の通り。
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（算出方法）
＜前提＞
○療養病床が転換した老人保健施設においては、医療区分１の者の全て、及び医療区分２の者の３割が入所。
○医療区分１：２：３の割合は、４６：４１：１３（※「療養病床アンケート調査」（厚生労働省老健局平成１９年３月）等より推計）
→６０床の規模の例では、医療区分１の者は４７人、医療区分２の者は１３人。

①夜間・休日の急性増悪による医療提供

②夜間・休日の日常的な医療処置

③看取り時における医療提供

（※１） 過去３日間において急性症
状が発生したり再発性や慢
性の問題が再燃した

医療区分1に占める割合 ２．９％

医療区分２に占める割合 ８．７％

（６０人定員の場合）
医療区分１（４７人）のうち：４７人中1．4人
医療区分2（１３人）のうち：１３人中１．１人

○夜間・休日の時間帯を以下の通り仮定。
・１週１６８時間（２４時間×７日）ー日勤時間４０時間（８時間×５日）＝１２８時間
・日勤帯以外の割合：１２８時間／１６８時間＝７６％（※）
・急性増悪が全時間帯に均一に発生するものとすると、

２．５人×７６％＝１．９人（３夜間当たり）１．９人（３夜間当たり）

(入所前の場所） 退所者 6,121 人 （退所後の行き先）
(100.0%) 介 (100.0%)

家庭 18.3 護 17.9 家庭
特別養護老人ホーム 1.9 療 5.1 特別養護老人ホーム
その他の社会福祉施設 0.3 養 1.1 その他の社会福祉施設
老人保健施設 4.6 型 9.9 老人保健施設
医療機関 71.8 医 37.3 医療機関
その他 3.2 療 27.0 死亡

施 1.8 その他
設

平均在所日数 359.5 日
医療機関　→ 医療機関 31.7%
医療機関　→ 死　　亡 20.4%
家　　庭　→ 家　　庭 10.3%

（※３）出典：「平成１５年介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省老健局 平成１５年９月）

（※６）「平成１５年介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省統計
情報部、平成１５年９月時点）より、１月当たりの死亡者数について推
計。
①介護療養型医療施設の平均在所期間（３５９．５日）より、約１年で
退所するものとし、１月当たりの退所者数を６０人／１２月＝５人と仮
定。

②そのうち死亡退所する者は２７．０％より、１．１．４４人人（１月当たり）（１月当たり）
が死亡退所と算出。

（※２） 喀痰吸引 経管栄養

８．３％ １７．９％

３３．８％３０．２％

医療区分１に占める割合

医療区分2に占める割合

２０．６人（１夜間当たり）２０．６人（１夜間当たり）

（６０人定員の場合） 喀痰吸引 経管栄養 合計

８．５人 １２．４人

８．２人

合計 ７．８人 １２．８人 ２０．６人２０．６人

医療区分2（１３人）のうち ３．９人 ４．３人

３．９人医療区分１（４７人）のうち

（※１）出典：「平成１８年度第７回診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会」平成１９年３月１４日資料（厚生労働省保険局）

（※２）出典：「療養病床アンケート調査」（厚生労働省老健局 平成１９年３月）より推計。（夜間の医療処置を喀痰吸引と経管栄養と仮定し、当該割合を合計した。）

別添

（※３）

合計２．５人
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（１１）死亡前２週間以内に実施した医療処置の状況

※ 「介護老人保健施設における医療・介護に関する調査研究」報告書 平成１６年３月 医療経済研究機構
（ｎ＝５９９、調査時点・平成１５年１２月４日～平成１６年２月４日）
「療養病床における医療・介護に関する調査」報告書 平成１７年３月 医療経済研究機構

（医療療養ｎ＝３５３、介護療養ｎ＝２１２、調査時点・平成１７年２月２３日～平成１７年３月１８日）
を基に厚生労働省老健局老人保健課で作成。

※※ 各施設区分毎の調査対象施設に占める死亡前２週間以内に実施した医療処置の割合を算出

看取りの際に提供される医療サービスの中には、昇圧剤投与等、緊急的かつ高度な医療処置
等が必要となる場合もあると考えられる。
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死亡

健
康
状
態

健
康
状
態

時間時間

急性増悪（肺炎、脱水等）

維持期 不安定期

○状態像の推移（脳血管疾患の場合のイメージ）

回復期

２
週
間
前

発
症

終末期

① 療養病床から転換した老人保健施設においても、一定の頻度で看取りを行うことが考えられるが、昇
圧剤投与等、緊急的かつ高度な医療処置が必要となる。

② その場合、中間施設としての老人保健施設では、長期療養が必要な者を看取る体制になっていないこ
とから、必要な看取りができるよう体制を整備する必要がある。

（１２）看取りの際に必要となる付加的医療サービス

酸素投与（75.2％）

中心静脈栄養（9.6％）

心臓マッサージ（18.9％）

医師の確認や指示変更等
看護職員よる観察等

喀痰吸引（69.2%）

経管栄養（23.3％）

レントゲン撮影（51.4％）
採血（51.0％）

膀胱カテーテル類（43.2％)

（※）出典：医療経済研究機構「療養病床における医療・
介護に関する調査」平成１７年３月（療養病床における全
死亡症例における2週間以内に実施した処置）

点滴（73.5％）

昇圧剤投与（13.4％）

＜死亡前２週間以内に＜死亡前２週間以内に

実施された医療処置等＞実施された医療処置等＞

老人保健施設で行われることが
少ないと考えられる緊急的かつ
高度な処置

必要となる医療処置を転換した老
人保健施設で提供できない場合、
急性期病院への転院等が行われ
る可能性がある。

等

急性期
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医療 介護

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

62.8% 58.9%

18.9%

34.2%

31.4%

4.2%

8.8%

42.2%

9.3%

17.6%

39.7%

8.0%

19.3%

50.4%

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

急性期状態が安定 62.8% 61.6% 69.3% 68.6%

疾病の急性増悪 6.7% 5.4% 5.9% 6.3%

継続的高度医療管理が必要 8.2% 3.8% 9.0% 12.6%

継続的なリハビリが必要 46.7% 39.2% 38.0% 30.3%

他施設の空きがない 11.7% 13.8% 10.7% 3.4%

自宅の体制が整わない 22.7% 27.8% 23.8% 17.7%

本人、家族等が希望 50.6% 83.3% 87.9% 86.3%

調査病棟に入院した背景
（複数回答可）

（１３）医療療養病床・介護療養病床の調査病棟に入院した背景

出典：「平成１８年度第７回診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会」平成１９年３月１４日
資料（厚生労働省保険局）

医療区分１及び２の者の中で、継続的なリハビリが必要とされる者も一定の割合で
いるところ。
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（１４）リハビリテーション専門職の配置状況

1施設あたりの常勤換算従事者数

理学療法士 1.0 0.9

作業療法士 1.0 0.4

出典：平成17年介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省統計情報部）

介 護 老 人
保 健 施 設

介 護 療 養 型
医 療 施 設
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